
令和４年秋の農作業安全確認運動の展開について

令和４年８月２３日
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１．令和２年に発生した農作業死亡事故の調査結果①（概要）

○ 令和２年の農作業事故死亡者数は270人であり、前年（令和元年）と比べて11人減少。

○ 年齢別にみると、65歳以上の高齢者の割合が85％を占め、引き続き高い水準で推移。

○ 就業者10万人当たりの死亡事故者数は10.8人と過去10年間で最も高い水準となり、他産業との差は拡大傾向。

農作業事故死亡者数の推移 就業者10万人当たり死亡事故者数の推移

死
亡
者
数

高
齢
者
の
割
合

死亡者数 農 業：農作業死亡事故調査（農水省）
他産業：死亡災害報告（厚労省）

就業者 農 業：農林業センサス、農業構造動態調査（農水省）
他産業：労働力調査（総務省）

農作業死亡事故調査（農水省）
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（注）就業者10万人当たり死亡事故者数の算出において就業者として使用していた農業就業
人口の調査が令和元年で終了したため、令和２年から農業従事者数を使用して算出。
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（参考）交通事故の発生状況について

交通事故死者数の推移（昭和46年～令和３年）

※ 警察庁交通局交通企画課「令和３年中の交通事故死者数について」
（令和４年１月４日）より

人口10万人当たり高齢者（65歳以上）死者数の推移
（平成22年～令和３年）

※ 警察庁交通局交通企画課「令和３年中の交通事故死者数について」
（令和４年１月４日）より
算出に用いた人口は、各年の前年の人口であり、総務省統計資料「人口統

計」（各年１０月１日現在人口）による。

○ 我が国の社会全体が高齢化している中においても、交通事故死者数は、近年、大幅な減少を実現。また、人口10万
人当たりの高齢者の死者数も直近10年間で半減（7.83人→4.22人）。
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機械の転落・転倒

（ほ場内、道路）

53 人（65.4％）
ひかれ

7 人（8.6％）

回転部等への

巻き込まれ

7 人（8.6％）

機械からの転落

6 人（7.4％）

道路上での

自動車との衝突

4 人（4.9％）

その他

4 人（4.9％）

８１人

乗用型トラクター

81人 (30.0%)

歩行型トラクター

26人 (9.6%)

農用運搬車

15人 (5.6%)

自脱型コンバイン

12人 (4.4%)
動力防除機
9人 (3.3%)

動力刈払機

7人 (2.6%)

農用高所作業機

3人 (1.1%)

その他

33人 (12.2%)

熱中症

32人
(11.9%)

ほ場、道路からの転落

13人 (4.8%)

稲ワラ焼却中等の火傷

11人 (4.1%)

木等の高所からの転落

6人 (2.2%)
その他

14人 (5.2%)
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要因別の死亡事故発生状況（令和２年） 乗用型トラクター事故による死亡の要因（令和２年）

１．令和２年に発生した農作業死亡事故の調査結果②（要因別分析）

農作業死亡事故調査（農水省） 農作業死亡事故調査（農水省）

○ 令和２年の農作業死亡事故を要因別にみると、「農業機械作業に係る事故」が186人（68.9％）と最も高い状態が
継続しており、農業機械作業の安全対策の強化が急務。

○ 農業機械作業に係る事故のうち乗用型トラクターに係る事故が81人と最多。その中でも「機械の転落・転倒」に
よる死亡者が53人と最多となっており、乗用型トラクターの転落・転倒事故対策が引き続き重要。

270人

農業機械作業
に係る事故

186人（68.9％）

農業用施設作業
に係る事故
8人（3.0％）

機械・施設以外の作業
に係る事故

76人（28.1％）

乗用型トラクター事故のうち、
「機械の転倒・転落」が約７割
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（参考）農作業安全確認運動の目標について

〇 令和２年に、農作業安全確認運動の目標として、農業機械作業に係る死亡事故を令和４年までの３年間で平成29
年比で半減する（211人→105人）との目標を策定。対策を集中的に行うこととしたところ。

○ 直近のデータである、令和２年の農業機械作業に係る死亡事故数は186人。目標の達成に向け、令和４年において
も農業機械作業への対策の強化が必要。

※１ 目標を設定した令和２年２月時点における最新データが平成29年であったため、平成29年の実績データを基準値として半減目標を設定。
※２ 令和４年の「農業機械作業以外」の件数（80件）は、厚生労働省が策定した第13次労働災害防止計画の目標値△15％より算定した仮の数字。

農作業安全確認運動における令和４年目標
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97 84

(80)
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（実績）
274

（実績）
281 （実績）

270

（185）

農業機械作業以外 →

農業機械作業 →
半減

目標年
（農業機械事故を半減）

集中対策期間



主な取組内容（春の運動の展開方針）

重点推進テーマに基づいた推進活動
① 農業者への声かけ運動

農業者を取り巻く地域の方々が、農業者の集まる講習会、座談会、イベントのみならず日常的な業務活動等においても、農業者に
対して、乗用型トラクター運転時のシートベルト装着を呼びかける

② 研修を通じたシートベルト装着効果等の理解増進
農業者を対象とした「農作業安全に関する研修」の開催を推進するとともに、この中で農業者に対して乗用型トラクター運転時の
シートベルト装着の効果等について周知を徹底する。

その他の継続的に推進する取組
① 都道府県・地域単位の推進体制の強化
② 農作業事故情報の収集・分析
③ 公道走行時の法令遵守
④ 「農林水産業・食品産業の作業安全のための規範」やGAP の周知・実践
⑤ 労災保険特別加入の促進

＜令和４年春のテーマ＞ しめよう！シートベルト

＜参画団体＞ 地方公共団体、ＪＡ、農業機械メーカー、その他農業関係団体など約800団体

＜運動期間＞ 春：令和４年３月１日～５月31日（３ヶ月間）

6

2．令和４年度におけるこれまでの取組
（令和４年春の農作業安全確認運動の取組方針）
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2．令和４年度におけるこれまでの取組報告①
（農業者への声かけ運動、ステッカーの配布）
○ 各参加主体において積極的に取組を展開。全国各地でシートベルト着用についての声かけが行われた。

○ 会議・講習会や巡回時等の声かけに加え、一部地域では、有線や防災無線、ラジオ等を活用した声かけを行った地
域もあった。

〇 一方で、地域により取組の差があることから、特に取組が低調な地域においては、ポスターやステッカーなど啓発
資料の配付等の機会も活用し、積極的な声かけの取組を推進する必要。

声かけ運動の取組状況

：100人以下

：101～1000人

：1001人～5000人

：5001人以上

※ 取組報告のあった行政機関、農業団体分を集約。
※ 啓発資料の配付のみ等、呼びかけを行っていないものは除外

声かけを受けた農業者等の人数

令和４年ステッカー
（仕事猫とのコラボ）
※約50万枚作成
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2．令和４年度におけるこれまでの取組報告②
（研修を通じた理解増進：研修ガイドラインの策定）
○ 農業者の農作業安全に関する知識及び技能の向上を図る研修を効率的に実施するため、令和４年３月に「令和４年

度農作業安全に関する研修ガイドライン」を策定。都道府県へ通知するとともに、HPにて公表。

○ 同ガイドラインでは、原則として農作業安全に関する指導者を講師として、全ての農業者を対象に、研修コンテン
ツである「乗用型トラクター事故の発生状況とシートベルト装着による効果」に即した基礎研修等の実施を働きかけ。

農作業安全に関する研修ガイドライン（令和4年３月22日農林水産省農産局技術普及課長通知より抜粋）

（別紙）

令和４年度農業者向け農作業安全研修ガイドライン

１ 趣旨・目標

全ての農業者が共通して身につけておく必要がある農作業安全に関する知識等を修得する基礎的な
研修（基礎研修）と、基礎研修の受講者相当の知識を有する農業者が修得する実践的な研修（実践研
修）の実施を通じて、農業者の農作業安全に関する知識及び技能の向上を図るものとする。

このうち、基礎研修は今年度内に全国の全ての地域で開催することを目指す。

２ 実施主体

都道府県段階及び地域段階の農作業安全推進協議会等の推進組織又はその構成員（行政機関、生産
者団体、農業機械の製造・販売業者等）による実施を基本とする。

３ 開催方法

農業者等が参加する既存の会議、集会、講習会等に農作業安全の要素を付加（＋（プラス）安全）
した形式で開催するなど、地域の実情に応じて開催する。

４ 講師

原則として、（一社）日本農業機械化協会等が実施した研修を受講した「農作業安全に関する指導
者」とする。なお、日程等の都合で指導者を確保できない場合は、実施主体が指導者と同等の知識等を
有していると認めた者を講師とすることができる。
＜参考：指導者が受講した講義内容＞

・農作業安全推進の目的（身体的影響、経済的影響、地域社会への影響等）
・農作業事故の現状（事故の発生状況、発生要因等）
・労働安全の基本的な考え方（関係法令等）
・農作業事故の要因と対策（事故事例・原因・対策等）
・農業機械の安全な使用方法、安全装備

５ 研修内容等
（１）農作業安全に関する基礎的な研修（基礎研修）

① 対象者
全ての農業者を対象とする。

② 研修内容
「乗用型トラクター事故の発生状況とシートベルト装着による効果」に即したものとする。

また、研修に当たっては、紙媒体又はプロジェクター等の画像を利用するものとし、それぞれ以
下の農林水産省ホームページからダウンロードした研修資材を利用することを基本とする。
＜令和４年度研修資材＞

https://www.maff.go.jp/j/seisan/sien/sizai/s_kikaika/anzen/kenshu.html
③ 留意事項
・ 所要時間を工夫する等、農業者が参加しやすいものとすること。

・ 本研修の受講は、令和４年度当初予算の以下の補助金等の受給要件に該当する研修の一つとして位
置づけられていることを説明すること。
（環境保全型農業直接支払交付金、強い農業づくり総合支援交付金）

・ 実施主体は、受講者の求めに応じて、別添様式を参考に受講証明書を発行すること。
・ 必要に応じて、「農林水産業・食品産業の作業安全のための規範」の映像資料等を活用すること。

＜映像資料＞
https://www.maff.go.jp/j/kanbo/sagyou_anzen/kihan.html

（２）農作業安全に関する実践的な研修（実践研修）
① 対象者

基礎研修の受講者相当の知識を有する農業者
② 研修内容

農業機械の適切な点検・整備方法や使用方法の実技演習、農作業安全に関する専門家と農業者の
対話型による研修など、地域における営農体系や事故実態に応じた実践的な内容とする。

③ 留意事項
・ 対話型の研修を行う場合、資材として「対話型農作業安全研修ツール」の利用を検討すること。

＜対話型農作業安全研修ツール＞
https://www.naro.affrc.go.jp/org/brain/anzenweb/taiwa/taiwa.html

・ 実施主体は、受講者の求めに応じて、別添様式を参考に受講証明書を発行すること。
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2．令和４年度におけるこれまでの取組報告②
（研修を通じた理解増進：基礎研修資材の作成）

研修コンテンツ「乗用型トラクター事故の発生状況とシートベルト装着による効果」

農作業事故の様々な影響

乗用型トラクター事故の
被害軽減に向けた対応農作業死亡事故の発生状況

乗用型トラクターの事故事例及び
その発生要因



熱中症に関するもの

38％

刈払機に

関するもの

15％

公道走行に関するもの

8％

刈払機以外

の特定の

機械・作業に

関するもの

18％

その他

（ＧＡＰ研修等）

27％

２．令和４年度におけるこれまでの取組報告②
（研修を通じた理解増進：基礎研修の取組状況）
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○ 春の運動では全ての農業者を対象とした基礎研修の企画を目標に掲げたものの積極的に取り組まれている地域は一
部に限られることから、基礎研修の企画・実施の取組を強化する必要がある。

〇 なお、一部地域では今回の基礎研修内容として定めた「乗用型トラクターの事故発生状況とシートベルト装着によ
る効果」以外の研修も企画・実施されている。

研修対象人数

：100人以下

：101～500人

：501人以上

※ 取組報告のあった行政機関、農業団体分を集約し、農林水産省で整理。
※ 乗用型トラクターの事故発生に関する内容（農作業安全全般に関するものも含む）について算出
※ 啓発資料の配付のみや呼びかけの取組については除外

基礎研修の企画状況

「乗用型トラクターの事故発生状況とシートベルト装着による
効果」に関する内容以外の研修

※ 取組報告のあった行政機関、農業団体分を集約し、農林水産省で整理。
※ 啓発資料の配付のみや呼びかけの取組については除外

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
まず、農作業死亡事故の発生状況についてご説明します。

農作業死亡事故の過去の推移を見ると、毎年４００件で推移しております。
そのうち６５歳以上の方の占める割合は７６．８％となるなど、高齢の方が事故で亡くなる割合が非常に高くなっています。

若い方への農作業安全啓発も重要ですが、今後も右図のように高齢化への傾向が続くことが見込まれる中で、我が国農業の担い手確保の観点から、農作業安全は喫緊の課題といえます。



２．令和４年度におけるこれまでの取組報告②
（研修を通じた理解増進：実践研修の取組状況）
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○ 春の運動では、基礎研修の受講者相当の知識等を有する者を対象とし、農業機械の適切な点検・整備方法や使用方
法の実技演習など、地域における営農体系や事故実態に応じた内容の研修を行う「実践研修」についても、必要に応
じて企画することとしている。

○ 鳥取県のように、数百名規模で行われている地域もあり、先進的な取組を横展開していくことが重要。

実践研修の取組状況

研修対象人数

：20人以下

：21～100人

：101人以上

実践研修の企画・実施内容の内訳

※ 取組報告のあった行政機関、農業団体分を集約し、
農林水産省で整理。

① 農業機械の適切な点検・整備に関する研修 ② 農業機械の適切な使用方法に関する研修 ③ その他農作業安全に係る発展的な研修

適切な耕耘機の

走行演習
農作業機械の点検に

関する現場指導

研修受講者の意見を基
に専門家が問題点・改
善策を助言する対話型
研修の様子

実践研修のイメージ

農業機械の適切な

使用方法に関する研修

50%
農業機械の適切な

点検・整備に関する研修

45%

対話型研修など

5%

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
まず、農作業死亡事故の発生状況についてご説明します。

農作業死亡事故の過去の推移を見ると、毎年４００件で推移しております。
そのうち６５歳以上の方の占める割合は７６．８％となるなど、高齢の方が事故で亡くなる割合が非常に高くなっています。

若い方への農作業安全啓発も重要ですが、今後も右図のように高齢化への傾向が続くことが見込まれる中で、我が国農業の担い手確保の観点から、農作業安全は喫緊の課題といえます。



２．令和４年度におけるこれまでの取組報告②
（研修を通じた理解増進：農作業安全に関する指導者の活用状況）
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○ 令和３年度の農林水産省補助事業により、（一社）日本農業機械化協会等が「農作業安全に関する指導者」向け研
修を実施し、全国に約3,700人の「農作業安全に関する指導者」を育成。

○ 春の運動において報告された「農作業安全に関する指導者」が講師となった研修は54％に止まっていることから、
地域で効果的に研修を実施していくためにも、指導者のさらなる活用を促す必要。

地域で企画・実施されている基礎研修及び
実践研修の講師属性の内訳

農作業安全に関する指導者の人数
（令和4年3月末時点）

都道府県、市町村 1,345

農業者団体 1,177

農業機械メーカー、販売店 572

農業機械士 136

労働安全衛生コンサルタント 121

指導農業士・農業経営士等 78

その他（GAP指導員等） 256

合計（人） 3,685
※ 取組報告のあった行政機関、農業団体分を集約し、農林水産省で整理。
※ 啓発資料の配付のみや呼びかけの取組については除外

54%

29%

20%
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農作業安全

に関する

指導者

その他

未定・不明

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
まず、農作業死亡事故の発生状況についてご説明します。

農作業死亡事故の過去の推移を見ると、毎年４００件で推移しております。
そのうち６５歳以上の方の占める割合は７６．８％となるなど、高齢の方が事故で亡くなる割合が非常に高くなっています。

若い方への農作業安全啓発も重要ですが、今後も右図のように高齢化への傾向が続くことが見込まれる中で、我が国農業の担い手確保の観点から、農作業安全は喫緊の課題といえます。



○ 農業者を対象とした農作業安全に関する研修の開催など、県段階や地域段階において農作業安全対策を効果的に講
じるためには、行政、生産者団体、農業資材販売店など関係機関が事故情報や普及啓発方策を共有し、一体的に取り
組んでいくことが重要。

○ 県段階の協議会では全国43道府県で協議会の設置が進んでいる一方で、地域段階では一部の地域での設置止まって
いることから、引き続き、設置の促進を図る必要。

（地域段階の協議会の設置状況等については秋の運動の取組報告とともに調査を実施予定。）

２．令和４年度におけるこれまでの取組報告③
（都道府県・地域段階の推進体制の強化）

都道府県段階の設置状況
（令和4年4月時点）

地域段階の設置状況
（令和3年3月15日時点）

：【道県内全域で設置済】
：【県内の5割以上＊の地域で設置済】
：【県内の5割未満＊の地域で設置済】
：【未設置】

【今後、県内全域で設置を検討中の県】
群馬県、富山県、福岡県、熊本県

【今後、県内一部地域で設置を検討中の県】
青森県、岩手県、宮城県、秋田県、茨城県、
栃木県、千葉県、静岡県、新潟県、石川県、
福井県、滋賀県、兵庫県、鹿児島県

＊県内の市町村数のうち、設置済の協議会に含まれる市町村数の割合

全体の約２割の市町村で設置（363/1,741市町村）

地域段階の協議会
他の協議会が安全対策の取組を
実施している場合もカウント

例）○○市営農指導連絡協議会
▲▲地域農業再生協議会
××市農林振興協議会

：【設置済みの道府県】
43道府県

：【設置意向を確認できない都府県】
東京都、大阪府、和歌山県、広島県

13
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３．令和４年春の農作業安全確認運動の取組報告⑥
（公道走行時の法令遵守）

○ 令和４年度における農業者向けの大型特殊自動車免許及びけん引免許の取得研修等の実施計画は、前年度実績比
4.7％減となっており、研修の実施状況は各県において固定化している傾向が見られる。

○ このため、実績が少ない地域等に対して更なる働きかけが必要。（当該調査は令和５年度も実施予定。）

○ 農林水産省においても、都道府県やJA等が開催する取得研修の情報等を積極的に紹介することで、大特免許等の更
なる取得拡大をはかる予定。

令和３年度実績 令和４年度見込

大特（都道府県） 4,367 4,347（-0.5%）

大特（民間） 5,345 4,720（-11.7%）

小計 9,712 9,067（-6.6%）

けん引（都道府県） 1,422 1,523（+7.1%）

けん引（民間） 413 411（-0.5%）

小計 1,835 1,934（+5.4%）

合計 11,547 11,001（-4.7%）

単位：人、（）内は対前年比

農耕車に係る大型特殊自動車免許等の
取得機会拡大に係る取組事例集

関係団体における取組事例

◆ 作業機を装着した農耕トラクタの公道走行について、直装式については2019年４月、けん引式につ
いては2020年２月から道路運送車両法における保安基準の緩和措置が可能となり、作業機を装着し
たトラクタであっても、大型特殊自動車免許又はけん引免許があり、必要な灯火器等を備えれば公
道走行ができるようになりました。

◆ トラクタをはじめとした農業機械においては、公道を走行中に「追突」を受けるという事故が数多く
発生しており、交通関係法令の遵守は、事故への備えとしても農業経営の基本となるものです。

◆ 都道府県や農業関係団体の皆様におかれましては、下記の事例も参考に、農業者の大型特殊免許
等の取得機会の拡大に向け、引き続き取組を進めていただくようお願いします。

事例② 島根県農業協同組合 ―ＪＡグループが主体となった例―

令和３年度：1,290名（予定）

【大型特殊：131回（各回10名）、けん引：5回（各回5名）】

◆地域の特徴

◇県内の地区本部単位で研修を実施（計10地区）。これにより、広
域のカバーと研修回数の確保の両方を実現。

◇研修の講師は各地区のJA職員が担当。全農県本部の農機担当職
員がこれら講師の指導・育成を実施。（講師は県内に約20名）

◇免許センターと協議を重ねて多くの試験日を確保（年間130回）。
離島にも試験官が出向いて対応。

（問合せ先） 島根県農畜産課 ０８５２-22-5649

◆地域の特徴

◇法改正前まで三重県農業機械化協会、三重県農業大学校が個々で実
施していた研修を、双方が連携し、それぞれの持つリソースを一体的
に活用することで、急激に高まった大型特殊免許の取得ニーズに対応。

◇年間を通じて研修日程を分散化し、受講者の様々な要望に応じた機会
を創出するため、三重県運転免許センターへ試験実施日程を調整。

◇三重県農業機械化協会の構成員である各農機販売店やJA農機セン
ターに申込窓口を設置し、農業者の目に留まりやすくすることで、限り
ある研修会を最大限活用。

◇研修の講師は、三重県農業機械化協会のネットワークを駆使し、各農
機販売店やJA全農みえの職員などを中心に幅広く確保（15名）。

◇講師間で研修内容に差異が出ないよう、研修内容のマニュアル化を実
施。

事例① 三重県農業機械化協会 ―年間を通じた研修の実施―

令和３年度：560名（予定）【大型特殊：56回（各回10名）】

試験ポイントの説明

実技練習の様子

（問合せ先） 三重県農業機械化協会事務局（三重県農林水産部担い手支援課）
TEL：059-224-2354 FAX:059-223-1120

（協会HP） http://www2.mint.or.jp/~m-nohki/

【免許取得機会拡大の事例】 【農業者向けチラシ】

大特免許等の取得研修実施状況調査の結果

※ 上記は、農業者向けの研修の受入れ人数を示している。都道府県によっては、一般の自動車教習所で農業者が免許を取得
する取組が広く普及している場合があるため、関係機関の農業者向け研修の実施が少ない場合がある。

また、県農業機械協会が教習所での免許取得予定者へ紹介状を発行し、費用を割り引く（秋田県）等の取組も存在。

埼玉県

三重県

島根県

福岡県

熊本県

各県とも
左の棒グラフが令和３年度実績
右の棒グラフが令和４年度見込

鹿児島県



３．令和４年春の農作業安全確認運動の取組報告⑥
（作業機の公道走行対応）
○ 公道走行時の保安基準の遵守を図る観点から、令和３年８月20日付技術普及課長通知により、農業機械メーカーに

おいて公道走行に必要な保安基準を満たす作業機（公道走行対応モデル）の販売を依頼。

○ これを踏まえ、令和４年４月に公道走行に必要な保安基準を満たす作業機（公道走行対応モデル）の販売状況を調
査したところ、作業機毎にばらつきがあることが明らかになった。

○ 調査後数か月以内に対応予定との回答も多くあったことから、対応状況については引き続きフォローアップ予定。

○ 一方で、作業機の構造や特性上、公道走行対応が困難なものがあり、これらについては販売時に公道走行に対応し
ていない旨の注意喚起を徹底する必要がある。

○ 出荷（販売）台数に占める公道走行対応モデルの割合 ○ 各メーカーの公道走行対応モデルの販売状況

出典：農林水産省調べ（令和４年４月調査）

注１：日本農業機械工業会及び北海道農業機械工業会の会員である農機メーカーに対し、令和４年１～３月の間
に出荷（輸入機にあっては、この期間に輸入し、販売）されたすべての作業機を対象に、作業機種類毎の全
出荷（輸入機にあっては販売）台数及び公道走行対応モデルの出荷（輸入機にあっては販売）台数を調査。

注２：販売社２社以下又は出荷（販売）台数100台以下の作業機は省略。

注３：※は調査期間における出荷（販売）台数の合計。

【公道走行対応が困難である例】
フロントに装着するライムソワ
・・・トラクタのヘッドライトを隠すため、公道走行時にはヘッドラ

イトを設置する必要があるが、ヘッドライトの照射光線の方
向を固定することが難しく、保安基準を満たすことが困難。

作業機メーカー各社の公道走行対応モデル紹介ページへのリンクをまとめたサイト
を、日本農業機械工業会及び北海道農業機械工業会のホームページにて公開。

日本農業機械工業会HP http://www.jfmma.or.jp/koudo.html

北海道農業機械工業会HP http://hokunoko.jp/publics/index/37/
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○ 都道府県、農機メーカー等からのケガを含めた毎月の農作業事故情報を収集し、その報告結果と事故防止の対策、
さらには当月に発生が予想される事故への注意喚起をMAFFアプリや農林水産省HP等で毎月公表するとともに、農作業
安全に関する指導者への情報提供を実施。

○ また、農業者が事故を「自分事」として認識していただくため、令和４年度補助事業において、農作業事故がその
後の農業経営に及ぼす影響の事態を把握し、現場に情報提供を行っていく予定。

２．令和４年度におけるこれまでの取組報告⑤
（農作業事故情報の収集・分析）
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MAFFアプリや農林水産省HPでの毎月の公表例



主な取組内容（秋の運動の展開方針）

＜令和４年秋のテーマ＞ しめよう！シートベルト

＜参画団体＞ 地方公共団体、ＪＡ、農業機械メーカー、その他農業関係団体など約900団体

３．令和４年秋の農作業安全確認運動の取組方針①

＜運動期間＞

17

秋：令和４年９月１日～10月31日（２ヶ月間）

重点推進テーマに基づいた推進活動
① 農業者への声かけ運動

農業者を取り巻く地域の方々が、農業者に対して、トラクター運転時のシートベルト装着を呼びかける。農林水産省は、各種の事業
説明会等の機会を活用して、率先して声かけ運動を行うとともに、シートベルトの重要性等に係る情報を期間中に集中的に提供する。

② 研修を通じたシートベルト装着効果等の理解増進
「農作業安全に関する指導者」を積極的に活用しつつ、農業者に対して、研修コンテンツを活用したシートベルト装着を促す研修の
開催を推進するとともに、春の運動期間中に取組の少なかった地域への重点的な働きかけを行う。

その他の継続的に推進する取組
① 都道府県・地域単位の推進体制の強化
② 農作業事故情報の収集・分析
③ 公道走行時の法令遵守
④ 「農林水産業・食品産業の作業安全のための規範」やGAP の周知・実践
⑤ 労災保険特別加入の促進



○ 引き続き、農業者を取り巻く地域の方々が、農業者の集まる講習会、座談会、イベントのみならず日常的な業務活
動等を活用して、農業者に対して、乗用型トラクター運転時のシートベルト装着を呼びかける（声かけ運動）。

○ 農林水産省は、各種の事業説明会等の場を活用して、自らも声かけ運動を実施するとともに、声かけ運動のさらな
る活性化に向けて、「農作業安全に関する指導者」等に対して、シートベルトの重要性等、農作業安全に関する情報
提供を集中実施。

○ 声かけ運動の取組状況については、春の運動と同様に秋の運動期間終了後に取りまとめの上、春の推進会議におい
て参画機関等と情報共有。

３．令和４年秋の農作業安全確認運動の取組方針②
（農業者への声かけ運動）

＜声かけ運動のイメージ＞

（都道府県） （市町村）

（農機販売店）（生産者団体）

（その他関係団体）

声かけ
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（農林水産省）

（農機メーカー）

農作業安全に関する指導者

農作業安全に関する指導者

声かけ

各種事業説明会

等の場を活用し

て声かけ

シートベルトの重要
性等に係る情報提
供を集中実施

＜情報提供の集中実施イメージ＞

「農作業安全に関する指導者」等に対して、シートベルトの重要性等、
農作業安全に関する情報提供を隔週で実施予定。



○ 秋の農作業確認運動期間においても、引き続き研修の企画・実施。取組状況については、春の運動と同様に秋の運
動期間終了後に取りまとめの上、春の推進会議において参画機関等と情報共有する。

○ 特に基礎研修の企画及び実施が低調な都道府県庁を対象に、ヒアリングを実施予定。課題等を整理した上で、活性
化の対策を検討。

〇「農作業安全に関する指導者」については、今年度も「農作業安全に関する指導者向け研修」を実施し、指導者を増
員する。また、指導者に対し、活動をより活発に行うことができるようになるために必要な対策等の検討材料として、
活動状況に関するアンケートを実施し、その結果をとりまとめて、参画機関等と情報共有する。

３．令和４年秋の農作業安全確認運動の取組方針③
（研修の企画・実施）

秋の運動期間後に参画機関の研修の企画状況をとりまとめ、春の農作業作業安全確認運動推進会議で共有する。

３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

研修の企画 研修の状況報告
（予定）研修の開催

情報共有

スケジュール
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＜ヒアリングイメージ＞

○項目（案）
・都道府県の研修実施体制について
・関係機関との連携について
・研修を実施する上での課題
・指導者の活用に対する課題
など

＜農作業安全に関する指導者向け研修＞

・開催日時
第１回目：令和４年12月１日

第２回目；令和５年１月26日

第３回目：令和５年２月21日

第４回目：令和５年３月15日

※後日都道府県ご担当者様へ募集案内
を送付いたします。

＜指導者の活動状況に関するアンケート＞

農作業安全に関する指導者向け →
研修カリキュラム

アンケートや
対面等で確認

課題等を整理し、活性化対策を検討

○実施方法

・（一社）日本農業機械化協会より、
指導者へメールでアンケートフォームを送付。

・８月上旬より開始、８月めどまで実施予定。

・アンケートで、普段の農作業安全に関する
活動状況や活動の際の課題、研修への対応、
等、現状の活動状況や課題に感じていること
を確認。

課題等を整理し、活性化対策を検討



○ 地域協議会の設置状況調査とともに、都道府県及び地域段階の協議会の活動状況や、農作業安全活動における各関
係機関の間の連携状況等を併せて調査し、取組事例の作成等通じて取組や設置の活性化を図る。

３．令和４年秋の農作業安全確認運動の取組方針③
（その他：都道府県・地域段階の推進体制の強化）
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＜○○協議会＞
■協議会設置の経緯

■協議会の構成員
○○市町村、○○農業協同組合・・・・・

■構成員の役割分担
○○市：
○○農業協同組合：

■都道府県段階の協議会との連携

■協議会及びその構成員の活動状況
・声かけ
・研修の実施
・その他活動

など

体制図

活動の様子

地域協議会の取組事例イメージ都道府県単位で地域単位を含めた推進体制の
現状を調査し、活性化に向けた方策の検討

～都道府県庁の推進体制事例（鳥取県）～

令和４年春の農作業安全確認運動推進会議
鳥取県資料（鳥取県における農作業安全の取り組み～ 対話型研修を中心に ～）より抜粋



３．令和４年秋の農作業安全確認運動の取組方針④
（その他）
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啓発資材を用いた周知活動の推進

令和４年配布ポスター

○ 重点推進テーマに即したポスター（農作業安全ポスターデザインコンテ
スト農林水産大臣省受賞作品）を配布。（８月中を予定、総数約２万枚）

シートベルトの着用に特化したポスター配布を行うことで、集中的

に周知。

○ 令和４年農作業安全ポスターコンテスト農林水産賞受賞作品のポスターなどの啓発資材を用いた周知活動を推進。

○ 事故情報については、これまでの事故情報提供に加え新たにJA共済連が有する平成29年から令和２年までの取得し
た共済金支払データについて、情報提供を希望する都道府県への情報提供を行う予定。

「共済金支払データに基づく農作業事故の要因・傾向分析」

・JA共済連が平成２９年から令和２年までの最新の共済金支払データ
２万１，６３４件を用いて、直近の農作業事故の発生要因や事故傾向に
ついて分析を実施。

・分析結果に基づくと、事故の発生状況では、乗用トラクタの発生頻度
が高く、農用運搬機の重症度が高いことが明らかとなった。

（直近の農作業事故の発生要因や事故傾向について分析～最新の共済金支払デー
タによる分析結果を公表～（令和４年４月26日JA共済連プレスリリース）を参照）

農業機械のリスクマップ



農作業安全検討会中間とりまとめー概要ー

農作業環境の安全対策の強化

【農業機械の安全対策の強化】

農業者の安全意識の向上

【農地、農道、農業施設等の安全対策の強化】

【研修体制の強化】

【現場の取組の活性化】

令和３年５月14日
農作業安全検討会

農業は毎年300件前後の死亡事故が発生。就業人口10万人当たりの死者数も増加傾向にあり、他産業との差は拡大している。労働安全が未だ十分に確保さ
れていない状況に、農業関係者は強い危機感を抱くべきであり、農作業安全対策を幅広い観点から更に積極的に展開すべき。

・ 海外や他分野で装備されている安全
装置等が、我が国では未装備

→ 農作業死亡事故の要因となっている可能性

・ 海外や他分野の現状等を踏まえ、逐次、安全装
置の装備化等を進める必要

→ まずは、以下の装備化等の検討を開始
・ シートベルト非着用時の警告装置
・ シートスイッチ(離席時に作業機への動力伝達を遮断する装置)

・ 安全性検査※の受検が一部の機種に
偏重

→ 農業者が安全基準を満たす型式を容易に選択で
きない状態

※農研機構が運用する任意の制度

・ 安全性検査の仕組みを見直し、受検率の向上を
図る必要

→ 以下の見直しの検討を開始
・ 書類審査への移行
・ 検査手数料の低減
・ 検査合格機について保険料の割引の働きかけ 等

・ 法令※で定められた規制への農業分
野における対応が十分ではない

・ トラクター等が、他分野と異なり、法令
※の規制対象機械となっていないもの
がある

※労働安全衛生法令、道路運送車両法令

・ 既に法令で規制されている取組の徹底に向けた
指導の強化等が必要

（例）フォークリフトの定期自主検査、トラクターの灯火器類の設置

・ 事故分析結果等を踏まえ、必要に応じてトラク
ター等の規制上の取り扱いについて、法所管省
への確認が必要

・ 農地や農道、農業施設等の安全対策
の強化が重要

・ 農業生産基盤整備を行う際の安全配慮の徹底、
優良事例の積極的な情報提供が必要

①

②

③

④

・ 家族経営が多く労務管理が困難

・ 農業者は農作業事故を「自分ごと」とし
て捉えていない

⑤

・ 事故が経営に及ぼす影響を、事例を通じて
実感できるような研修※が有効
※ 自動車運転免許証の更新時講習などが参考

・ 研修受講を補助金の受給要件（クロスコン
プライアンス）化する必要

・ ＧＡＰなどの具体的な取組に向けて、
農業者等の機運の醸成が不可欠

⑥

・ 県段階、地域段階における農作業安全推
進協議会等の設置促進が必要

・ 積極的な取組の表彰等を通じて、安全対策
の印象を前向きなものに変えていく必要

（参考）

22



○ 中間とりまとめの取組の進捗を確認いただくため、令和４年７月25日に第６回農作業安全検討会を開催。

○ この中で、①乗用型トラクターやスピードスプレヤーにおける新たな安全装備の具体化、②道路運送車両法例等で
の対応を踏まえた農耕作業用特殊車における交通事故データの分析、③安全性検査制度における対象機種毎の検査基
準の再構築や令和７年度以降の運用方法等に用する検討状況を報告し、更なる検討の加速化を図ることとされた。

乗用型トラクター、スピードスプレヤーの安全装備

○ 乗用型トラクター

他産業や海外の基準を踏まえ、シートベルトリマインダー（シー

トベルト未着用時に視覚及び聴覚により警報）、シートスイッチ（車

両が停止している際の離席後によりPTOの駆動が停止）の具体

的な安全性検査基準案を作成。

○ スピードスプレヤー

主な事故要因である「転落・転倒」、「挟まれ」に重点を置いた対

策強化の必要性について議論。

安全性検査制度の見直し

○ 新基準における対象機種・開始時期

乗用型トラクター、自脱型コンバイン、田植機、乾燥機、歩行型トラク

ターの５機種を対象とし、令和7年４月から開始。

○ 検査基準の明確化、令和７年度以降の運用方法

・ 対象機種における、現行基準の適用範囲の明確化が必要な項目等を

洗い出し、具体的な基準案を検討。

・ 基準等において明確化されていない案件が生じた場合には、基準等の

適合範囲内であると判断した上で、速やかに基準等の改正案を作成し、

基準等に反映する（基準等調整テーブル）。

・ 基準等に合致しない案件が生じた場合には、判定前に確認を行い、申

請者が意見を述べることができることとする（適合・不適合確認テーブ

ル）。

○ 製品アセスメント

・ 年間出荷台数あたりの死亡事故発生率が高く、事故発生時の重症度も

高い水準にある「農用運搬車」を１機種目として選定。

・ 農用運搬車の主な事故原因（「転落・転倒」「ひかれ」「挟まれ」）を踏ま

え、具体的な試験手法・評価手法を検討。令和５年度以降、製品アセス

メントを実施予定。
23

（参考）農作業安全検討会における検討経過

法制で定められた規制の確認

○ 道路運送車両法令

・ 農耕作業用を含む特殊車における交通事故データを取得し、

シートベルトの着用状況その他特殊車との違い等を分析。

・ 農耕作業用特殊車はその他特殊車と比べ、死亡率は約3.5倍、

シートベルト着用率は約1/4ということが明らかになった。

・ 着用義務づけによる効果予測等について更に分析を進める。

○ 労働安全衛生法令

・ 農業分野における労働災害の発生状況、機械事故割合、未熟

練労働者による事故割合等について、厚生労働省に提供済み。
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